
〇総合戦略提案事業候補

事業
番号

４分野 事業名称
まち・ひと・しごと

創生総合戦略
該当箇所・交付金

事業概要 提案理由
概算費用
（積算）

KPI 主な担当課 検討課題等

1

地方にし
ごとをつ
くり、安
心して働
けるよう
にする

公衆無線LAN環境
の整備

(1)地方にしごとをつく
り、安心して働けるよう
にする

（オ）ICT 等の利活用に
よる地域の活性化

【検討交付金】
観光・防災Wi-Fiステー
ション整備事業

・防災拠点では、災害耐性
  の高いWi-Fiにより来訪
　者や住民の災害時の安
　全を確保する
・観光拠点では、移動環境
　に適したWi-Fiにより外
　国人等、観光客の利便
　性向上を図る

学校や避難所などの公
共施設にWi-Fiスポッ
トを設置し、普段は地
域住民や観光客に向け
た衆無線LANサービス
を提供するとともに、
観光情報・行政情報の
配信にも活用を図るな
ど、非常時は防災面、
平時は観光面での情報
インフラの整備を図る

要見積 整備箇所数
企画課
総務課

・整備箇所の検討（役場庁舎、改善センター、
　福祉センター、小中学校、中央公園等）
・Wi-Fi環境整備と併せて、庁内的にもタブレ
　ット端末　などによる活用方法を検討すべ
　き（タブレット端末活用による会議のペー
　パーレス化など）

2

地方にし
ごとをつ
くり、安
心して働
けるよう
にする

シティプロモー
ション推進事業

神奈川県・東海大
学との連携事業で
あるため、町で交
付金メニューの活
用は行わない

神奈川県・東海大学との連携
事業による、モデル地区とし
て先進的な町民参画指標を用
いた「シティプロモーショ
ン」を行う

東海大学と連携し、町
の魅力の発信、認知度
向上を図るとともに、
住民に地元愛や誇りを
根付かせる

-

参画意欲
伝達意欲
感謝指数
の向上

企画課
他

・県の予算、大学の専門知識、マンパワーを活か
　しシティプロモーションを推進していくにあた
　り、町の立ち位置、何をPRしていくのかを検討
　すべき
・地域参画意欲、伝達意欲、感謝指標の定量化と
　いった観点でのシティプロモーションへの取組
　は全国的にも先進事例となり得る。この取組自
　体のPRがシティプロモーションでもある。
・事業番号8とセットで学生の地域参画に対する
　指標の設定が可能か検討

3

地方にし
ごとをつ
くり、安
心して働
けるよう
にする

新規就農・経営継
承総合支援事業

(1)地方にしごとをつく
り、安心して働けるよう
にする

（エ）地方への人材還
流、地方での人材育成、
地方の雇用対策
【検討交付金
新規就農・経営継承総合
支援事業

①農業の維持発展のために若
手の確保を図るため、新規就
農者に対し給付金を支給する
（既存事業）

②町内の新規就農者に対し
て、作業小屋や洗浄機器、出
荷作業機器の貸し出しの斡旋
や賃料を助成する

町の抱える大きな課題
でもある農家の後継者
確保、荒廃地対策とし
て新規就農者支援を強
化する。
①は既存事業である
が、新規就農者支援策
として②と併せて新規
就農支援事業として拡
充を図る。

①H27年度予算
では150万円/
件×2件

②

環境経済課

・①は人・農地プランに基づく新規就農者確保支援
　事業として実施済（補助事業）。
　総合戦略への位置づけにより新たに交付金が見込
　めるものではないが、既存事業として戦略に位置
　付けることは可能
・②は交付金の内容的には対象とならない可能性が
　高いが、①とセットで実施することにより、新規
　就農支援の拡充・強化が期待される。
・②については継続的な財政支出を伴うことが想定
　されるが、KPIの設定とともに助成の時限について
　検討すべき

資料３ 
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事業
番号

４分野 事業名称
まち・ひと・しごと

創生総合戦略
該当箇所・交付金

事業概要 提案理由
概算費用
（積算）

KPI 主な担当課 検討課題等

4

地方にし
ごとをつ
くり、安
心して働
けるよう
にする

ふるさと名物の
開発

(1)地方にしごとをつく
り、安心して働けるよう
にする

（イ）・（ウ）地域産業
の競争力強化
【検討交付金】
・ふるさと名物応援事業
・創業・第二創業促進補
助金

①ピザを農工商で開発し出張
販売や飲食店で販売する。

②砂口配水池の活用

地域一体で取り組む特
産品の創出
農家が小麦を作り
粉屋が製粉しパン屋が
生地を作る。
タカナシ乳業のチーズ
を利用し肉以外は
全て中井産。
季節の野菜を
ﾄｯﾋﾟﾝｸﾞする。
興業でピザ釜を
搭載したキッチンカー
を制作する。イベント
等に出張販売し中井町
産の野菜等をPRする。
併せて町のシンボルタ
ワーでもある砂口配水
池のPR・活用を図るた
め、周辺整備を行いテ
ントやキッチンカーな
どでの簡易的なカフェ
をオープンし特産品で
あるピザ販売を行う。

環境経済課
企画課

まち整備課

・事業番号9とセットで大学と連携した
　ブランド産品、販路開拓、マーケティング
　研究を併せて検討すべき
・協力企業等の募集とPR手法についても検討
　すべき
・ふるさと納税制度への活用検討
・事業者向けの補助
・製造・販売の担い手確保が必要
・配水池との関係

5

地方にし
ごとをつ
くり、安
心して働
けるよう
にする

ふるさと名物の
開発

(1)地方にしごとをつく
り、安心して働けるよう
にする

（イ）・（ウ）地域産業
の競争力強化
【検討交付金】
ふるさと名物応援事業

真竹の味付け煮
チーズケーキ
お惣菜

特産品の創出
環境経済課

企画課

・事業番号9とセットで大学と連携した
　ブランド産品、販路開拓、マーケティング
　研究を併せて検討すべき
・協力企業等の募集とPR手法についても検討
　すべき
・ふるさと納税制度への活用検討
・事業者向けの補助

6

地方にし
ごとをつ
くり、安
心して働
けるよう
にする

中井ＰＡ名産品直
売所事業

(1)地方にしごとをつく
り、安心して働けるよう
にする

（ウ）地域産業の競争力
強化

東名高速道路中井ＰＡに、中
井町の名産品の物産直売所を
設置する。
中井の野菜、食品加工、お土
産品などを販売する。

本事業の実施により、
中井の名産品の販路拡
大、６次産業化が図れ
る。

環境経済課
・中日本高速道路との調整が必要
・出店者等の調整とPR手法についても検討
　すべき
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事業
番号

４分野 事業名称
まち・ひと・しごと

創生総合戦略
該当箇所・交付金

事業概要 提案理由
概算費用
（積算）

KPI 主な担当課 検討課題等

7

地方への
新しいひ
との流れ
をつくる

持家支援助成事業

(2)地方への新しいひと
の流れをつくる

(ア)地方移住の推進

【検討交付金】
地方への移住・交流の推
進（特別交付税対応？）

町内での持家購入、二世帯・
三世帯住宅への増改築をしよ
うとする者に、購入費用・増
改築費用の1/2を助成する。

本事業の実施により、
ファミリー世帯の転出
抑制、転入促進を図
り、定住人口の増加を
目指すため

100万円/1件×
3件（年間上
限）

本制度利用
による転入
者数の増
（年間3件）

まち整備課
企画課

・交付金活用が可能か精査が必要
・一過性の事業とならないよう、子育て施策
　との関連も含めてPRする必要がある

8

地方への
新しいひ
との流れ
をつくる

大学連携事業
地元学生定着促進
事業

(2)地方への新しいひと
の流れをつくる

(ア)地方移住の推進

【検討交付金】
地方への移住・交流の推
進（特別交付税対応？）

転入促進策として東海大学・
神奈川大学に在学もしくは入
学を予定する者で、本町に転
入（住民登録する者）に対
し、入学支援金を助成する。
在学期間中中井町に住み続け
ること、自治会加入や活動へ
の参加を助成要件とする。

転入促進とともに、若
者の増加による町の活
性化、大学までの通学
経路を中心とした、人
の流れを生み出す。

〇〇万円/10件

本制度利用
による転入
者の増（年
間10件）

企画課
まち整備課

・定住とは異なる視点だが、毎年一定の入学者数
　が見込めることから、転入促進の効果が期待で
　きる
・他市町が同様の助成を行った場合の差別化とし
　て、事業番号9番の企業との連携によるインタ
　ーンシップ等により、町内への就職支援に向け
　た取組を併せて検討すべき
・若者が増えることによる町の活性化施策や、人
　の流れが生まれることによる交通インフラ（バ
　ス路線等）の拡充に繋げるための取組（神奈中
　やデマンド）も併せて検討すべき
・学生の受け皿となるべき、アパートや空き家の
　把握・確保を空き家対策と並行して進めるべき
・本制度を活用し、一定程度の学生の転入が確保
　できれば事業番号2のシティプロモーション事
　業の中で、学生の地域参画に対する地域住民か
　らの感謝指標を盛り込めないか

9

地方への
新しいひ
との流れ
をつくる

大学連携事業
（インターンシッ
プ等）

(2)地方への新しいひと
の流れをつくる

（ウ）地方大学等の活性
化
【検討交付金】
地（知）の拠点大学によ
る地方創生推進事業

町内に住む学生を対象とし
て、町内企業との連携によ
り、インターンシップの実施
などにより就業支援を図ると
ともに、町内企業への採用に
よる定住化施策とする。

事業番号8とセットで
事業展開することによ
り、単なる入学時の助
成だけでなく、就職を
視野に入れた学生に対
してソフト面でのメ
リットを感じてもらう
ことで転入促進や定住
化に繋げることを目的
とする。

インターン
受入れに対す
る費用

インターン
シップ実績
年間5件

企画課
他

・大学と企業が行う通常のインターンシップとの
　差別化が必要となる。中井町に住んでこそ得ら
　れるメリットを検討すべき
・卒業後の採用までをある程度、視野に入れた制
　度設計を検討すべき（最初から採用までを担保
　するのは不可能）
・町内企業の協力が必要不可欠
・大学・学生・企業のニーズのマッチング及び、
　継続可能な取組とするためのスキーム作りに対
　し町が初期の体制構築に係る費用を助成する、
　体制が整った後は、行政・大学が主体となり制
　度運営を行う。
・インターンシップに限らず、産・官・学のニー
　ズに応じた多様な共同取組の検討
（空き家リノベーション、大学出前講座、住民の
　施設利用等）
・神奈川県の未病プロジェクトに対し、町・大学
　が連携した取組を検討
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事業
番号

４分野 事業名称
まち・ひと・しごと

創生総合戦略
該当箇所・交付金

事業概要 提案理由
概算費用
（積算）

KPI 主な担当課 検討課題等

10

若い世代
の結婚・
出産・子
育ての希
望をかな
える

子ども・子育て支
援事業

(2)若い世代の結
婚・出産・子育
ての希望をかな
える

(ウ)子ども・子
育て支援の充実

①保育料・給食費助成事業安
心して子どもを産み育てらる
ことができるように、町内の
子どもの保育料助成と学校給
食費の補助により、次代を担
う子どもの成長と子育て家庭
の経済的負担の軽減を図る。
（先行型事業）
・保育料助成年額5,000円
・給食費補助300円／月、中
　学生400円／月）
②高校等通学定期券購入補助
事業
　路線バスや鉄道の通学定期
券利用し、通学する高校生等
の保護者の経済的負担を軽減
する。
補助額：対象経費の1/2

子育てに係る負担の軽
減などを通じて、子ど
も・子育て支援の充実
を図る。

①保育料助成
1,055千円
給食費補助
2,932千円
※H27予算

②

こども園、
保育園、幼
稚園の園児
数増：3人

小学校、中
学校の児童
生徒の転校
数減：3人

出生数の
増：5人

教育課
福祉課

・町長の公約でもある保育料・給食費の無償化を先
　行型交付金を活用しH27年度から一部実施した
　が、継続性という観点から、KPIの設定とともに
　時限的な助成とするかなども検討すべき。

・②についても交付金終了後の継続性について検討
　すべき

11

時代に
合った地
域をつく
り、安心
なくらし
を守ると
ともに、
地域と地
域を連携
する

生活交通促進事業
（小さな拠点形成事
業）

(4)時代に合った
地域をつくり、
安心な暮らしを
守るとともに、
地域と地域を連
携する

(ウ)地方におけ
る経済・生活圏
の形成

　町内のコンパクトな移動をデマンド交
通でカバーする。高齢者や児童など交通
弱者や買い物弱者の移動の確保をするオ
ンデマンドバスの利用促進と町民の利用
定着を図るため、お試し利用券（買い物
支援券）を発行し、小さな拠点の生活
サービスを提供する。
・お試し利用券（買い物支援券）の印刷
費・実際に利用されたお試し利用券（買
い物支援券）を運行事業者が回収、
　請求のあった利用代金について精算払
い

路線バスが優先的に通行するためのＰＴ
ＰＳ導入

・バス利用者の利便性向上
・大量公共輸送機関の利用促進
・バス運行の定時性確保
・バスの信号停止時間の短縮

・中山間地域等の地域
の絆の中で、小さな拠
点における生活サービ
ス支援する。

・公共交通の利便性を
向上し、交通弱者の移
動しやすさを高めるた
めに、マイカーと路線
バスで最も移動時間差
の生じる区間にバスロ
ケーションシステムを
導入し移動時間の短縮
化をめざす

助成件数 企画課
・バス事業者及び関係団体との調整が必須
・利用者ニーズの的確な把握
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事業
番号

４分野 事業名称
まち・ひと・しごと

創生総合戦略
該当箇所・交付金

事業概要 提案理由
概算費用
（積算）

KPI 主な担当課 検討課題等

12

時代に
合った地
域をつく
り、安心
なくらし
を守ると
ともに、
地域と地
域を連携
する

中心拠点活性化事
業

(4)時代に合った
地域をつくり、
安心な暮らしを
守るとともに、
地域と地域を連
携する

(ウ)地方におけ
る経済・生活圏
の形成

県西地域活性化プロジェクト
の推進を機に、観光・交流の
拠点であり、未病いやしの里
の駅でもある「中井中央公
園」を含めた、役場周辺地区
「中心拠点」整備を計画し、
国・県の指導、協力のもとあ
らゆる手法を検討し、新たな
まちづくりを推進
○基本構想策定

中心部と周辺の小さな
拠点の連携による魅力
あふれる地域を創出す
る

企画課
まち整備課
環境経済課

・実効性のある構想策定とするため、国・県との
　調整が必須
・庁内的に構想の全体図を明確化し、関係課間での
　共通認識を持ち取組むべき
・神奈川県の未病プロジェクトと連携した取組（未病
  タウン等）も構想の中で盛込むことを検討する
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〇総合戦略提案事業候補（予備登録）

事業
番号

４分野 事業名称
まち・ひと・しごと

創生総合戦略
該当箇所・交付金

事業概要 提案理由
概算費用
（積算）

KPI 主な担当課 検討課題等

1

地方にし
ごとをつ
くり、安
心して働
けるよう
にする

総合型スポーツク
ラブ設立事業

(1)地方にしごとをつく
り、安心して働けるよう
にする

(ウ)地域産業の競争力強
化

◎地域の歴史・町並み・
文化・芸術・スポーツ等
による地域活性化

【検討交付金】
スポーツによる地域活性
化推進事業
（文部科学省）

・指定管理者による各種
　スポーツ教室等の実施
・学童保育や学校部活動
　との連携
・体育協会等を主体とした
　事業実施体制の構築・担
　い手の育成

誰もがスポーツに親し
むことができる社会を
実現するために、それ
ぞれの体力や年齢、技
術、興味・目的に応じ
て、いつでも、どこで
も、いつまでもスポー
ツに親しむことができ
る生涯スポーツ活動の
場として、地域住民が
主体的に運営すること
によって、雇用の創出
が見込まれる

未定
総合型地域ス
ポーツクラブ
創設支援事業
（toto）

会員数

地域支援課
福祉課
教育課
まち整備課

・具体的な取組内容によって費用構成が大きく異な
　る。
・指定管理者への委託料の上積みだけで良いのか？⇒
　仮に一時的に交付金が受けられても、将来的な継続が
　困難
・継続性を確保するためには将来的に地域住民等に
　よる自主運営を目指す必要があり、そのための担
　い手育成が必要
・地域住民等による自主運営を目指すのであれば、
　将来的な活動内容等も併せて検討し、活動内容に
　見合ったハード面での整備に交付金を充てられる
　と良いが、ハード整備に交付金の充当が可能かが
　不明

2

地方にし
ごとをつ
くり、安
心して働
けるよう
にする

情報教育推進事業
（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ導入）

(1)地方にしごとをつく
り、安心して働けるよう
にする

(オ)ICT 等の利活用によ
る地域の活性化

◎ICT の利活用による地
域の活性化

【検討交付金】
人口減少社会における
ICTの活用による教育の
質の維持向上

神奈川県・東海大学との連携
事業による、モデル地区とし
て先進的な町民参画指標を用
いた「シティプロモーショ
ン」を行う

　本事業の実施によ
り、特色ある教育、魅
力ある学校をPRするこ
とで、子育て世代の呼
び込み、定住化を促
す。また、ICT活用能
力の向上を図り、社会
で生活していく上での
基礎となる確かな学力
を育む。

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ購入
　85千円/台
　（250台）

全国学力学
習調査の平
均点のアッ
プ、保護者
の町教育に
対する満足
度の増

教育課

・交付金の活用については、対象事業の要件的には可
　能性が低いと思われる。
・既存のパソコン機器類の整理
・教職員の活用スキルの向上が必須
・単なるハード整備に終わらないよう、タブレットの
　活用具体例を検討
・導入後の経年劣化時の入替費用の負担が大きい
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事業
番号

４分野 事業名称
まち・ひと・しごと

創生総合戦略
該当箇所・交付金

事業概要 提案理由
概算費用
（積算）

KPI 主な担当課 検討課題等

3

地方への
新しいひ
との流れ
をつくる

地域の人材活用等
による総合的な学
習支援体制の確立

(2)地方への新しいひと
の流れをつくる

(ウ)地方大学等の活性化

【検討交付金】
学校・家庭・地域の連携
協力推進事業
【検討交付金】
学校・家庭・地域の連携
協力推進事業
帰国・外国人児童生徒等
教育の推進支援事業

①学校教育ボランティア事業
　学校・地域・教育委員会が
連携して、小中学校の部活動
や学習を支援するため、地域
の人材を登用・育成・活用
し、以て学校教員の多忙化解
消と地域コミュニティーの活
性化を図る。
②学習生活支援事業
　日本語指導を必要とする外
国籍の児童生徒のために日本
語指導員を配置することで、
円滑な学校生活が営めるよう
支援する。
（具体的な支援方法）
　・日本語個別指導
　・取り出し学習支援
　・保護者への連絡調整
③土曜学習事業

①特色ある教育をPR
し、子育て世代の定住
化を促す。また、学
校、地域住民等がそれ
ぞれの役割と責任を自
覚し、地域全体で教育
に取り組む体制づくり
を目指すことにより、
地域コミュニティーの
活性化を図る。
②児童生徒の一人ひと
りの教育的ニーズに応
じたきめ細やかな学習
機会を提供し、外国人
の定住を促進し、人口
減少化の緩和を図る。
③

①コーディ
ネーター
　賃金
　共済費
　3,400千円
②日本語指導
員
　賃金
　共済費
　3,400千円
③

①保護者の
町教育に対
する満足度
の増、転入
者数の増
（年間3世
帯）

教育課
地域支援課
福祉課

①
・まちづくりパートナー制度の拡充
・具体的な取組内容を検討する必要がある
・地域人材はまちづくりパートナー制度の活用が
　考えられるが、この制度を活かした学校、家庭
　のニーズ把握をした上で、コーディネーターの
　役割や配置を検討すべき
・補助率1/3（国・県・市町村）

②・現状、町単費で日本語指導助手の配置、母国語によ
　る学習支援を行っている
・本交付金メニューでは日本語指導員の派遣、母語が
　分かる支援員の派遣も含まれている
・仮に交付金採択された場合でも、交付金が終了した
　際にまた、現状どおりとなるのでは事業効果が薄
　い。
・①とセットでまちづくりパートナー制
　度の活用による人材の確保や、育成、コーディネー
　ターを通じたマッチングの体制づくりも含め検討す
　べき

③・H27年度から町単独で新規事業立ち上げ
・事業内容次第では本交付金の活用が可能と思われる
・まちづくりパートナー制度の活用とともに、企業や
　大学との連携による人材発掘・確保策、土曜学習の
　内容と人材とのマッチングを行うためのコーディ
　ネーターの役割についても併せて検討すべき

4

地方への
新しいひ
との流れ
をつくる

中井町版
キッザニア事業

(2)地方への新しいひと
の流れをつくる

町内企業、地元大学などと連
携し、小中学生等を対象とし
た職業体験、学習体験を実施
する。

民間企業が運営する
キッザニアのような職
業体験施設を、中井町
と町内事業者が連携
し、こどもの職業体験
の場や機会を体系化し
事業化することで、町
内事業者等の地域資源
としての活用、企業の
社会貢献や、次世代を
担うこども達の多様な
社会教育の場・機会の
提供を図るとともに交
流人口の増加を目指す

設備等の初
期導入費用
に対する助
成

・年間利用
者数
〇人以上

・参加事業者が自社の業務内容に応じた職業体験
　の場を参加希望者に提供する。
・職業体験は有料とし、料金は中井町・参加事業
　者が職業体験の内容に応じた設定とするため調
　整を行う。
・交付金メニューの有無、活用について検討
・町は事業立ち上げ時の支援を行い、各事業者等
　の間の連絡調整を担う。
・最終的には料金収入で事業運営が行えればベス
　ト
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